











5. 結論 : 生命倫理の視点から見た改正臓器移植法の問題点
［ 論 文 ］
























た 3。特に，同研究所の指導的研究者である T・L・ビーチャムと J・F・チルドレスが




















 4 Tom L. Beauchamp and James F. Childress, Principles of Biomedical Ethics （Oxford : Oxford University 























































基準を定め，① 無呼吸，② 無反射，③ 無反応，④ 平坦脳波を脳死判定の要件として挙
げた 12。これに触発されて日本でも臓器としての脳の死の判定基準策定の試みがなされ，
1974年には，日本脳波学会が，① 深昏睡，② 自発呼吸の停止，③ 両側瞳孔散大・対光
反射および角膜反射の消失，④ 急激な血圧降下，⑤ 脳波の平坦化を脳死判定の要件とし
て挙げた。1985年には，厚生省の「脳死に関する研究班」が，① 深昏睡，② 自発呼吸












































































































































































月 18日に中山太郎ら 6名の議員が提出した A案が衆議院本会議で議決された（賛成 263，

































































表 2　日本における脳死臓器移植数の推移（2012年 12月 31日現在）
年 移植数 備　考
1997   0 6月　臓器移植法成立　10月同法施行
1998   0
1999   4 2月　法施行後最初の脳死臓器提供例（高知赤十字病院）
2000    5
2001    8
2002    6
2003    3
2004    5
2005    9
2006   10
2007   13
2008   13
2009    7 7月　改正臓器移植法成立
2010   32 7月　改正臓器移植法施行




























































































































































































































































2.　前項の罪は，刑法 （明治四十年法律第四十五号）第三条 の例に従う。 
第二十一条　第六条第五項の書面に虚偽の記載をした者は，三年以下の懲役又は五十万円
以下の罰金に処する。 
2.　第六条第六項の規定に違反して同条第五項の書面の交付を受けないで臓器の摘出をし
た者は，一年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 
第二十二条　第十二条第一項の許可を受けないで，業として行う臓器のあっせんをした者
は，一年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する。 
第二十三条　次の各号のいずれかに該当する者は，五十万円以下の罰金に処する。 
一 .　第九条の規定に違反した者 
二 .　第十条第一項の規定に違反して，記録を作成せず，若しくは虚偽の記録を作成し，
又は同条第二項の規定に違反して記録を保存しなかった者 
三 .　第十三条の規定に違反した者 
四 .　第十四条第一項の規定に違反して，帳簿を備えず，帳簿に記載せず，若しくは虚偽
の記載をし，又は同条第二項の規定に違反して帳簿を保存しなかった者 
五 .　第十五条第一項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，又は同項の規
定による立入検査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，若しくは同項の規定による質問に対し
て答弁をせず，若しくは虚偽の答弁をした者 
2.　前項第三号の罪は，告訴がなければ公訴を提起することができない。 
第二十四条　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下こ
の項において同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人，使用人その
他の従業者が，その法人又は人の業務に関し，第二十条，第二十二条及び前条（同条第一
項第三号を除く。）の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人に対
しても，各本条の罰金刑を科する。 
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2.　前項の規定により法人でない団体を処罰する場合には，その代表者又は管理人がその
訴訟行為につきその団体を代表するほか，法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟
に関する法律の規定を準用する。 
第二十五条　第二十条第一項の場合において供与を受けた財産上の利益は，没収する。そ
の全部又は一部を没収することができないときは，その価額を追徴する。 
 
　　　附　則　抄 
　（施行期日）
第一条　この法律は，公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。 
　（検討等）
第二条　この法律による臓器の移植については，この法律の施行後三年を目途として，こ
の法律の施行の状況を勘案し，その全般について検討が加えられ，その結果に基づいて
必要な措置が講ぜられるべきものとする。 
2.　政府は，ドナーカードの普及及び臓器移植ネットワークの整備のための方策に関し検
討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
3.　関係行政機関は，第七条に規定する場合において同条の死体が第六条第二項の脳死し
た者の身体であるときは，当該脳死した者の身体に対する刑事訴訟法第二百二十九条第一
項の検視その他の犯罪捜査に関する手続と第六条の規定による当該脳死した者の身体から
の臓器の摘出との調整を図り，犯罪捜査に関する活動に支障を生ずることなく臓器の移植
が円滑に実施されるよう努めるものとする。 
　（角膜及び腎臓の移植に関する法律の廃止）
第三条　角膜及び腎臓の移植に関する法律（昭和五十四年法律第六十三号）は，廃止する。 
第四条　削除 
　（経過措置）
第五条　この法律の施行前に附則第三条の規定による廃止前の角膜及び腎臓の移植に関す
る法律（以下「旧法」という。）第三条第三項の規定による遺族の書面による承諾を受
けている場合（死亡した者が生存中にその眼球又は腎臓を移植術に使用されるために提
供する意思がないことを表示している場合であって，この法律の施行前に角膜又は腎臓
の摘出に着手していなかったときを除く。）又は同項ただし書の場合に該当していた場
合の眼球又は腎臓の摘出については，なお従前の例による。 
第六条　旧法第三条の規定（前条の規定によりなお従前の例によることとされる眼球又は
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腎臓の摘出に係る旧法第三条の規定を含む。次条及び附則第八条において同じ。）によ
り摘出された眼球又は腎臓の取扱いについては，なお従前の例による。 
第七条　旧法第三条の規定により摘出された眼球又は腎臓であって，角膜移植術又は腎臓
移植術に使用されなかった部分の眼球又は腎臓のこの法律の施行後における処理につい
ては，当該摘出された眼球又は腎臓を第六条の規定により死体から摘出された臓器とみ
なし，第九条の規定（これに係る罰則を含む。）を適用する。 
第八条　旧法第三条の規定により摘出された眼球又は腎臓を使用した移植術がこの法律の
施行後に行われた場合における当該移植術に関する記録の作成，保存及び閲覧について
は，当該眼球又は腎臓を第六条の規定により死体から摘出された臓器とみなし，第十条
の規定（これに係る罰則を含む。）を適用する。 
第九条　この法律の施行の際現に旧法第八条の規定により業として行う眼球又は腎臓の提
供のあっせんの許可を受けている者は，第十二条第一項の規定により当該臓器について
業として行う臓器のあっせんの許可を受けた者とみなす。 
第十条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例によ
る。 
第十一条　健康保険法（大正十一年法律第七十号），国民健康保険法（昭和三十三年法律
第百九十二号）その他政令で定める法律（以下「医療給付関係各法」という。）の規定
に基づく医療（医療に要する費用の支給に係る当該医療を含む。以下同じ。）の給付（医
療給付関係各法に基づく命令の規定に基づくものを含む。以下同じ。）に継続して，第
六条第二項の脳死した者の身体への処置がされた場合には，当分の間，当該処置は当該
医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付としてされたものとみなす。 
2.　前項の処置に要する費用の算定は，医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付に係
る費用の算定方法の例による。 
3.　前項の規定によることを適当としないときの費用の算定は，同項の費用の算定方法を
定める者が別に定めるところによる。 
4.　前二項に掲げるもののほか，第一項の処置に関しては，医療給付関係各法の規定に基
づく医療の給付に準じて取り扱うものとする。 
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　附　則　（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）　抄 
　（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は，平成十三年一月六日から施行する。 
 
　附　則　（平成二一年七月一七日法律第八三号） 
　（施行期日）
1.　この法律は，公布の日から起算して一年を経過した日から施行する。ただし，第六条
の次に一条を加える改正規定及び第七条の改正規定並びに次項の規定は，公布の日から起
算して六月を経過した日から施行する。 
　（経過措置）
2.　前項ただし書に規定する日からこの法律の施行の日の前日までの間における臓器の移
植に関する法律附則第四条第二項の規定の適用については，同項中「前条」とあるのは，「第
六条」とする。 
3.　この法律の施行前にこの法律による改正前の臓器の移植に関する法律附則第四条第一
項に規定する場合に該当していた場合の眼球又は腎臓の摘出，移植術に使用されなかった
部分の眼球又は腎臓の処理並びに眼球又は腎臓の摘出及び摘出された眼球又は腎臓を使用
した移植術に関する記録の作成，保存及び閲覧については，なお従前の例による。 
4.　この法律の施行前にした行為及び前項の規定によりなお従前の例によることとされる
場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の例
による。 
　（検討）
5.　政府は，虐待を受けた児童が死亡した場合に当該児童から臓器（臓器の移植に関する
法律第五条に規定する臓器をいう。）が提供されることのないよう，移植医療に係る業務
に従事する者がその業務に係る児童について虐待が行われた疑いがあるかどうかを確認
し，及びその疑いがある場合に適切に対応するための方策に関し検討を加え，その結果に
基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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